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高齢化社会とは、
人口に占める高齢者の割合が7％を超え

ている状態をいいます。
ここでいう「高齢者」とは
65歳以上の人を指します。

日本が高齢化社会に突入したのは、
1970年・・・・。

1970年の国勢調査によると、
その年の総人口は約1億370万人。

65歳以上の人口は
約730万人（約7.04%）。

65～74歳までの前期高齢者は
約510万人、

75歳以上の後期高齢者は
約220万人です。

高齢化社会とは・・。



総人口 1億467万人

65～74歳の人口 516万人

75歳以上の人口 224万人

高齢化社会の定義

高齢化社会とは、65歳以上の高齢者の割合が「人口の7％」を超えた社会を指す。
1956（昭和31）年の国連の報告書において、

7％以上を「高齢化した（aged）」人口と呼んでいたことが由来とされている。
日本では、1970年から高齢化率7.1％を超え、高齢化社会へと突入。

総人口 1億2,557万人

65～74歳の人口 1,109万人

75歳以上の人口 717万人

人口1億2,557万人に対して、
65～74歳が1,109万人、75歳以上が717万人。

15～64歳が4.8人で、65歳以上の1人を支える計算。
高齢化社会に突入してからわずか25年で、

高齢者の割合が2倍。

1970年（昭和45年）の人口

人口1億467万人に対して、
65～74歳が516万人、75歳以上が224万人。
これは、15～64歳の9.8人で、65歳以上1人を

支える計算となる。

1995年（平成7年）の人口



超高齢社会の定義

高齢社会が進行し、65歳以上の高齢者の割合が「人口の21％」を超えた社会を「超高齢社会」。
人口の21％とは、高齢化社会の基準である高齢者割合7％を3倍にした数字となる。

日本では、2010年には高齢化率23％を超え、超高齢社会を迎えた。

2010年（平成22年）の人口

総人口 1億2,806万人

65～74歳の人口 1,517万人

75歳以上の人口 1,407万人

人口1億2,806万に対して、
65～74歳が1,517万人、
75歳以上が1,407万人。

15～64歳が2.8人で65歳以上の1人を支える
現役世代への負担がより大きくなっていることが

数値上でも明らか。

2020年（令和2年）の人口

総人口 1億2,571万人

65～74歳の人口 1,747万人

75歳以上の人口 1,872万人

（65歳以上計） （3,619万人）

「令和3年版高齢社会白書（全体
版）」によると、令和2年10月1日
の時点で高齢化率は28.8％。
人口1億2,571万人に対して
65歳以上は3,619万人、

内訳は65～74歳が1,740万人、
75歳以上が1,849万人という状況。

15～64歳が2.1人で65歳以上の1
人を支える計算 となり、さらに高齢

者の割合が増加している。
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高齢化社会からわずか24年で「高齢社会」へ

1970年に高齢化社会となって以降、高齢者の人口は増え続け、
1994年の人口推計（総務省統計局）によると、総人口約1億2,300万人に対し高齢者数は約1,760万人

となり、高齢化率は14％を超え、日本は高齢社会を迎えた。

海外では、高齢社会となるまでドイツは42年、フランスは114年の年数を経たのに対し、
日本はわずか24年で高齢社会に突入。

急速に高齢化が進んだ背景には、少子化が影響。人口動態調査によると、
高齢化社会に突入した1970年の合計特殊出生率が2.13だったのに対し、1994年は1.50と大きく減少。
子供が減り続ける中で高齢者人口は増えていったことが、急速に高齢社会へと進んだ原因と考えられる。

2007年にはついに「超高齢社会」へ突入
高齢社会となって以降も、少子高齢化に歯止めはかかなかった。

2007年にはついに高齢化率が21％を超え、日本は「超高齢社会」を迎えた。
内閣府の平成29年版高齢社会白書によると、

2016年10月1日現在の高齢化率は27.3％、高齢者数は3,459万人。

2008年には人口減少が始まっており、今後高齢化はますます加速していくことが予想されます。
2065年には、全人口の約25％が75歳以上の後期高齢者になり、

高齢化率も38％を超えるとの推計。
日本の高齢化率は世界でも大変高く、今後もハイスピードで進んでいく見られる。
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超高齢社会が継続している。
今後も高齢化が進行する状況。

医療の発達だけでなく、
2010年には出生数が死亡数を下回り、
総人口も減少して点も見逃せない。

総人口が減少する中で
65歳以上の割合が増加、

2036年（令和18年）までに33.3％、
2065年（令和47年）で38.4％。

約2.6人に1人が65歳以上、
約3.9人に1人が75歳以上。
ますます超高齢社会が進行。
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総務省の推計によれば、

65歳以上の高齢者人口は
2020年9月15日現在、3617万人
（前年推計にくらべて30万人増加）
総人口に占める割合（高齢化率）は
28.7％（同0.3ポイント上昇）。

高齢者人口・高齢化率ともに
過去最高を更新。

我が国の総人口は減少傾向だが、
（2020年は前年比29万人減）、

高齢化率は今後も上昇。

65歳以上の高齢者人口は3617万人・・人口の28.7%と過去最高を更新。







「人生100年時代」を迎え、これから益々増えてくるであろう元気な高齢者（アクティブシニア）が注目
されている。ちょっと不自由さを抱えているが、いろいろなものに興味を持ち、行動的なこの世代は、
これからの社会・経済に大きなインパクトを与えていくと思われる。

コロナ禍を背景に、企業のお客さま対応、急速なデジタル化社会、働き方なども大きく変化し、社会経験
豊富な「アクティブシニア」にも、新たな消費者被害、デジタルデバイド問題などとして表面化してきて
いる。誰でもが安心・安全に利用できるわかり易い環境を求めていきたいと願っている。「誰一人取り残
さない」サステイナブル社会に向けて行政はじめ、企業の高齢者社会に向けての新たな具体的な取り組み
がみられる、一方、急速なデジタル化社会により、アクティブシニアを取り巻く環境変化は、超高齢時代
に向け重要な避けることできない課題だと思います。

「だれ一人取り残さない」サステナブル社会に向けての課題・・・

●アクティブシニアとは・・

自分の価値観を持ち、定年退職後や還暦後でも、趣味やさまざまな
活動に意欲的で元気なシニア世代のこと」「高齢者と呼ばれる年代
になっても、趣味や健康増進、社会貢献、仕事などに意欲的に取り
組み、いきいきと活動的に人生を楽しんでいる人」
介護保険を受けていない8割の高齢者（2022年９月現在2894万人）
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出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議報告書」
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（1）高齢者・障害者のICT利活用支援の促進

総務省では、
障害や年齢によるデジタル・
ディバイドの解消を目的に、
通信・放送分野における情報
バリアフリーの推進に向けた
助成を実施している。
具体的には、障害者や高齢者
向けの通信・放送役務サービス
に関する技術の研究開発を行う
企業等に対して必要な資金を助
成する「デジタル・ディバイド
解消に向けた技術等研究開発」
を行っており、
2019年度（令和元年度）は、
2者に対して1,602万円の助成

を行った。



合計 男 女

60～64歳 87.9% 90.0% 85.9%

65～69歳 78.2% 82.5% 73.9%

70～79歳 59.6% 68.5% 51.7%

80歳以上 25.6% 35.8% 19.9%

（参考）65歳以上でま
とめてみた利用率

53.9% 64.4% 45.7%

（参考）75歳以上でま
とめてみた利用率

35.9% 47.6% 28.3%

（参考）国民全体の利
用率

83.4% 87.2% 79.9%

＜高齢者のインターネット利用率（令和２年）＞

国民全体の利用率83.4%に対して、
65歳以上の利用率は53.9%、
60～69歳でインターネットを利用してい
る割合は82.7%と8割を超えている。

＜出所＞
総務省「2020（令２元）年『通信利用動向調査報告書世帯編』統計表一覧」,2020（令和
２）年9月実施。
2021（令和3）年6月18日発表「[総務省：令和２年通信利用動向調査報道資料へリンク]。

デジタル・デバイドとは

インターネットやPCなどのICT（情報通信
技術）を活用できる人とできない人の間に
生まれる格差のことを、デジタル・デバイ
ドという。「デジタル・ディバイド」と呼
ばれることもある。

情報通信技術を十分に活用できない人は
「情報弱者」と呼ばれ、インターネットが
世界的に普及している昨今の世の中におい
て、さまざまな場面で不利益を被ることが
問題視されている。

デジタル・デバイドの解消に関する総務省の取組

総務省｜高齢者・障害者向けの新たなICT機
器・サービスの研究開発に対する
補助金「デジタル・ディバイド解消に向けた
技術等研究開発」対象事業の公募
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60歳以上の通販過去最多 コロナ禍で利用増加

国民生活センターは9月2日、全国の消費者センターなどに寄せられた60歳以上からの通信販売の
相談件数が過去最多になったと発表した。2020年度の相談数は10万7796件と、19年度の8万
8349件を大きく上回る結果に。「コロナ禍で通信販売の利用機会が増えたため」と分析している。
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＜ネットを使えない高齢者は客ではない・・＞


